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国際マーケティング複合化視点からみた日本企業の
　　　　　　環境製品開発の研究
ある。
　まず文献収集をすすめ，4社の資料のほか地球環境
問題に関する主要文献を購入した。ついで環境庁，通
産省，国立環境研究所などの公官庁の資料・報告書，
および経済連，日本自動車工業会などの経済団体の資
料・報告書を収集し，ついでNGOや調査機関の資料
・報告書等を収集した。同時に，それぞれでヒヤリン
グも実施した。トヨタの場合，福岡工場の視察も行っ
ている。
　当初は環境製品開発に絞る予定であったが，環境経
営に関する研究が未成熟だったことから環境経営への
調査が必要となった。そこで4社の地球環境憲章，環
境監査，ISOI4001認証，各種表彰，調達，生産，排
出ガス対策，フロン対策，代替エネルギー開発，流
通，広告，リサイクル活動，未来構想，従業員教育・
啓蒙・情報提供活動，海外事業など環境経営全般につ
いて調査した。その結果，地球環境保全における様々
な改善がもたらされていることが明らかとなった。特
定フロンは全廃され，冷媒用はHFC134aへの転換が
終了し，洗浄用も1．1．1．トリクロロエタソから水へ
と変わった。コ・ジェネレーション導入や都市ガス・
灯油等の利用で，全自動車メーカーのCO2排出量は
90－93年に約300万トソから約250万トンに減少してい
る。資源のミニマム化や廃棄物管理の徹底で，全生産
工場から発生する廃棄物の最終処分量も90－94年に約
35万トンから約17万トンに半減した。リサイクル率は
現在の75％であるが，2000年頃には新型車で90％リサ
イクルが可能となるであろう。燃費の向上（すなわち
CO2の削減），　NOx排出量の削減なども進んだ。代替
エネルギー開発も進展し，電気自動車やCNG車，ハ
イブリッド・カーなどは既に市販されている。しかし
ながら，それでも日本全体のCO2やNOx，　SPM（浮
遊粒子状物質）の排出量は減少していない。海外での
環境経営も不十分である。企業は，環境経営と環境製
品開発が21世紀の主要な競争力となることをもっと認
識すべきであろう。
　なお，本年度の研究成果は学術論文2本，学会報告
2本，講演1回などに表れている。
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　本年度は，「国際マーケティング複合化視点からみ
た日本企業の環境製品開発の研究」と題して，主とし
て自動車企業の環境製品開発ならびに環境経営を研究
した。対象企業はトヨタ，日産，本田，三菱の4社で
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